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令和２年１２月２日判決言渡  

令和２年（行ケ）第１００９８号 審決取消請求事件 

口頭弁論終結日 令和２年１２月２日 

中 間 判 決 

 

原       告   東 レ 株 式 会 社 

  

同訴訟代理人弁護士   重 冨 貴 光 

            長 谷 部  陽  平 

            鷲 見 健 人 

同訴訟代理人弁理士   皆  川  量  之 

 

被       告   沢 井 製 薬 株 式 会 社 

            （以下「被告沢井製薬」という。） 

 

同訴訟代理人弁護士   小  松  陽 一 郎 

            原       悠   介 

            千  葉  あ す か 

 

被       告   ニ プ ロ 株 式 会 社 

            （以下「被告ニプロ」という。） 

 

同訴訟代理人弁護士   川 田  篤 

同訴訟代理人弁理士   森 本 敏 明 

            河 村 一 乃 

主 文 
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被告ニプロの被告適格に関する本案前の抗弁は理由がない。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 当事者の求めた裁判 

 １ 原告 

 特許庁が無効２０２０－８００００４号事件について令和２年７月２８日にし

た審決を取り消す。 

 ２ 被告沢井製薬 

 原告の請求を棄却する。 

 ３ 被告ニプロ 

(1) 主位的答弁 

本件訴えのうち被告ニプロに対する訴えを却下する。 

(2) 予備的答弁 

原告の請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，特許権の存続期間の延長登録を無効とする審決に対する取消訴訟で

ある。 

２ 手続の経緯 

(1) 原告は，発明の名称を「⽌痒剤」とする発明に係る特許（特許第３５３１

１７０号。以下，この特許に係る権利を「本件特許権」という。）の特許権者であ

り，本件特許権について，存続期間の延長登録の出願（出願番号２０１７－７００

３１０号）をして，平成３０年７月２５日に延長の期間を「５年」とする存続期間

の延長登録（以下「本件延長登録」という。）を受けた（甲１）。 

(2) 被告沢井製薬は，令和２年１月２３日，本件延長登録について無効審判（無

効２０２０－８００００４号事件［以下「本件審判」という。］）を請求し，被告

ニプロは，同年４月１０日，本件審判について特許法１４８条１項に基づいて参加

申請をし，特許庁は，同年６月１１日，被告ニプロについて，医薬事業を行い，種々



 

 - 3 - 

の医薬品を現に製造販売しているから，本件特許権について侵害を問題にされる可

能性を有しており，延長された本件特許権を無効にすることについて私的な利害関

係を有するとして，参加を許可する決定をした（甲６０，丙２）。 

(3) 特許庁は，令和２年７月２８日，「特許第３５３１１７０号の特許権存続

期間延長登録出願２０１７－７００３１０号に基づく特許権の存続期間の延長登録

を無効とする。」との審決をし，その謄本は同年８月６日に原告に送達された。 

 ３ 当事者適格の有無についての被告ニプロの主張 

 以下に述べる理由から，被告ニプロは，本件審判の参加人であるにすぎず，特許

法１７９条ただし書の審判の請求人又は被請求人のいずれにも当たらないから，被

告適格を有しない。したがって，被告ニプロに対する訴えは却下されるべきである。 

(1) 特許法１４８条が定める２種類の参加人の間に相違点がないこと 

 特許法１４８条１項に基づく参加（以下，同項に基づく参加を「１項参加」とい

い，同項に基づいて参加した者を「１項参加人」という。）と同条３項に基づく参

加（以下，同項に基づく参加を「３項参加」といい，同項に基づいて参加した者を

「３項参加人」という。）とでは，参加人になるための要件も，その地位も，実質

的に異ならない。 

(2) １項参加についても参加の取下げが原則として任意であること 

 特許庁の審判便覧（丙１。以下「審判便覧」という。）によると，１項参加人は，

審決が確定するか，被参加人が請求を取り下げるまでの間は，被参加人及び被請求

人の同意を要することなく，参加を取り下げることができると解されている。１項

参加人が「請求」をしていないから，参加の取下げには，被請求人の同意が不要で

あるとされているのである。 

(3)  参加の申請において「請求」はされていないこと 

 参加の申請は，特許法施行規則が定める様式第６５の参加申請書によりされるが，

同様式では１項参加及び３項参加のいずれについても「請求」の定立は求められて

いない（丙２）。 
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 なお，１項参加は，「共同訴訟参加」に類似するものとの説明がされることがあ

る（丙１）が，共同訴訟参加では，原告の共同訴訟人として参加する場合には，相

手方たる被告に対する請求を定立するとされている（丙３）から，「請求」の定立

が求められていない１項参加人とは，参加人の手続上の地位が異なる。 

(4)  １項参加人が「請求人」となるのは審判手続を続行した場合に限られるこ

と 

 １項参加人が無効審判において「請求人」とみなされるのは，被参加人が請求を

取り下げ，１項参加人が審判手続を続行した場合のみである。そうでない限り，参

加人は「請求人」とみなされることはないと解すべきである。 

 特許法１４８条１項には「請求人としてその審判に参加する」と規定されている

が，ここで「請求人として」とあるのは，同条２項の規定も踏まえると，「請求人

として」当事者自体になるとの意義ではなく，同条４項のような特別の規定がなく

とも，請求人と同様の一切の審判手続をすることができるという程度の意義と解さ

れる。 

(5) １項参加人の被告適格は審判手続を続行した場合に限られるべきこと 

 前記(1)～(4)からすると，１項参加人は，被参加人が請求を取り下げ，１項参加

人が被参加人に代わり審判手続を続行しない限り，「請求人」とみなされることは

ないというべきである。このように解しても，審判手続及び訴訟手続において特に

不都合はなく，１項参加人の手続保障に欠けるところはない。すなわち，審決取消

訴訟の係属中に被参加人が無効審判請求を取り下げた場合，「請求人」として１項

参加人が審決取消訴訟を受継することができると解すべきであるし，審決取消訴訟

において，被参加人である請求人は「請求の認諾」はできないとされている（丙４）

から，その点からしても，１項参加人の手続保障は図られている。 

(6) 被告適格を認めることが当事者の意思にも反し，かつ，弊害を生ずること 

 １項参加人が，審判手続を続行しない限り，「請求人」とみなされることはない

と解さないと，実務上，様々な弊害が生ずる。 
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 すなわち，１項参加がされる実務上の主たる目的は，無効審判手続の進行を踏ま

えながら参加人の商品の上市の時期を見極めることを可能とするとともに，被参加

人が特許権者と和解をして無効審判を取り下げるような場合には，被参加人に代わ

り審判手続を続行することができるようにすることにある。無効審判事件によって

は１項参加の参加人の人数が１０人を超えるような事案もある（丙５）。これらの

１項参加人は，被参加人が審判手続を追行する限り，自ら請求人として「請求」を

する意思はないから，特に「請求」を定立していない。それにもかかわらず，例え

ば，無効審決がされるとき，これらの１項参加人を審決取消訴訟において全て被告

としなければならないとすると，被請求人である特許権者は１０人を超える参加人

を被告として訴えを提起せざるを得なくなるほか，裁判所においてもこれらの１項

参加人を全て被告として扱わなければならなくなり，訴訟手続がいたずらに煩雑に

なり，かつ，遅延を招くなど，訴訟経済にも反しかねない。他方，１項参加人にお

いても，前記のとおり，被参加人に代わり審判手続を続行しない限り，被告として

訴訟を追行する権限がなくとも，その手続保障に欠けることはない。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 特許法１４８条１項は，「第１３２条第１項の規定により審判を請求するこ

とができる者は，審理の終結に至るまでは，請求人としてその審判に参加すること

ができる。」として，１項参加人が，特許無効審判又は延長登録無効審判（以下，併

せて単に「無効審判」という。）に「請求人」として参加することを明記している。

したがって，１項参加人は，特許法１７９条１項の「請求人」として，被告適格を

有するものと解される。 

 また，１項参加をすることができるのは無効審判を請求できる者に限られ，かつ，

１項参加人は，特許法１４８条４項のような規定がなくても，当然に一切の審判手

続をすることができるとされている上，被参加人が請求を取り下げても審判手続を

続行できるとされている（同条２項）。これらのことは，１項参加人が，正に「請求

人」としての地位を有することを示しており，そのことからしても，１項参加人は
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被告適格を有するものと解することができる。 

 したがって，本件において，被告ニプロは，被告適格を有するものと認められ，

被告適格が欠けることを理由とする被告ニプロの本案前の抗弁は理由がない。 

 ２ 被告ニプロは，①１項参加人と３項参加人の間には，参加人となるための要

件や地位が実質的に異ならない，②審判便覧（丙１）によると，１項参加人も原則

として任意に取下げができるとされていること，③参加の申請において「請求」が

定立されていないこと，④１項参加人が特許法１４８条１項に基づいて「請求人」

となるのは，被参加人が請求を取り下げ，１項参加人が審判手続を続行した場合に

限られること，⑤１項参加人に被告適格を認めなくても手続保障に欠けることはな

いし，被告適格を認めることが当事者の意思に反し，かつ，弊害が生じるなどと主

張し，１項参加人は，被告適格を有しないと主張するので，以下，検討する。 

(1) 上記①について 

 １項参加をすることができるのは，「第１３２条第１項の規定により審判を請求

することができる者」であるのに対し，３項参加することができるのは，「審判の

結果について利害関係を有する者」であって，参加するための要件が異なっている

上，特許法１４８条２項にあるとおり，１項参加人は，３項参加人とは異なり，被

請求人が請求を取り下げた後においても，審判手続を続行することができるとされ

ているなど，その地位についても異なっているから，１項参加人と３項参加人とで，

審決取消訴訟の被告適格について異なった取扱いをしても不合理とはいえない。 

(2) 上記②，③について 

審判便覧（丙１）によると，１項参加人も３項参加人と同様，被参加人が審判請

求を取り下げない限り，被請求人が答弁書を提出した後でも，被請求人の同意なく

参加を取り下げることができるとされている。また，１項参加の申請に際して，特

許法施行規則様式第６５によると，参加申請書に「請求」を記載することは求めら

れていない。 

 しかし，審判便覧の上記取扱いについては，被参加人が取下げをしない限り，特
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許法１５５条２項が保護しようとしている被請求人の利益，すなわち，審決を得て，

審判請求の理由がないことを確定するという利益の保護は図られているのであるか

ら，その段階で１項参加人の取下げについて被請求人の同意を要する実益は乏しい

ことから，上記のように取り扱われていると解され，上記の取扱いが，１項参加人

が「請求」を定立していないことに基づくものとはいえず，１項参加人が特許法１

７９条１項の「請求人」に当たらないことの理由とはならない。 

また，特許法施行規則様式６５についても，１項参加人の請求は，被参加人の請

求と同一のものであるとの理解の下に上記のような様式が定められていると解され，

そのことから１項参加人が「請求」を定立していないということはできず，１項参

加人が，特許法１７９条の「請求人」に当たらないことの理由とはならない。 

(3) 上記④，⑤について 

 特許法１４８条１項は，被参加人が請求を取り下げた場合に限り，１項参加人が

「請求人」となるとは規定しておらず，１項参加人が同項に基づいて「請求人」と

なるのは，被参加人が審判請求を取り下げ，１項参加人が審判手続を続行した場合

に限られると解することはできない。 

 また，１項参加人に審決取消訴訟の被告適格を認めることが１項参加人の意思に

反する事態を招来するとは認められない。１項参加人が多数いるからといって，そ

のことにより，訴訟手続がいたずらに煩雑化したり，遅延を招いたりして，訴訟経

済に反するとは認められない。 

 さらに，被告ニプロは，審決取消訴訟の係属中に被参加人が無効審判請求を取り

下げた場合，「請求人」として１項参加人が審決取消訴訟を受継することができると

主張するが，いかなる法的根拠に基づいてそのような「受継」ができるのか明らか

ではない。また，仮に，このような「受継」をすることができたとしても，１項参

加人が受継した時点での訴訟の進行状況によっては，主張立証が制限されることも

あり得るといえ，１項参加人の手続保障に欠けるところがないとはいえない。 

 以上の検討したところに加え，被告ニプロがその他主張するところを考慮しても，
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前記１の判断は左右されない。 

第４ 結論 

よって，主文のとおり判決する。 

 

知的財産高等裁判所第２部 

 

 

 

裁判長裁判官                      

森       義   之   

 

 

 

裁判官                      

                   眞  鍋  美 穂 子   

 

 

 

裁判官                      

                   熊   谷   大   輔   


